
第35期定時株主総会招集ご通知に際しての
インターネット開示事項

計算書類の個別注記表

第35期（2020年３月１日から2021年２月28日まで）

株式会社　関通

上記の事項につきましては、法令及び当社定款第15条の規定に基づき、
インターネット上の当社ウェブサイト（https://www.kantsu.com/ir/）
に掲載することにより株主の皆様に提供しております。

WEB開示



個　別　注　記　表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記
⑴　資産の評価基準及び評価方法

　有価証券の評価基準及び評価方法
その他有価証券

市場価格のあるもの……期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、
売却原価は移動平均法により算定）

⑵　固定資産の減価償却の方法
①　有形固定資産（リース資産を除く）

　定率法（ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）及び2016年４月１日以降に取得し
た建物附属設備ついては定額法）を採用しております。
　なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物  6年～ 47年
機械及び装置  5年～ 15年
車両運搬具  2年～ 6年
工具器具備品  2年～ 15年

②　無形固定資産
　定額法を採用しております。
　なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における見込利用可能期間（５年）に基づく定額法によって
おります。

③　リース資産
　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

⑶　引当金の計上基準
①　貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に
ついては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

②　賞与引当金
　従業員に対する賞与の支給に充てるため、賞与支給見込額のうち当事業年度に負担すべき額を計上しておりま
す。

⑷　ヘッジ会計の方法
①　ヘッジ会計の方法

　金利スワップ取引については、特例処理の要件を満たしているため、特例処理によっております。
②　ヘッジ会計とヘッジ対象

ヘッジ会計…金利スワップ
ヘッジ対象…借入金

③　ヘッジ方針
　当社所定の社内承認手続きを行った上で、借入金の金利変動リスクを回避する目的により、金利スワップを利
用しております。

④　ヘッジの有効性評価の方法
　金利スワップについては、特例処理の要件を満たしているため、有効性の評価を省略しております。

⑸　その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
　消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。
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２．貸借対照表に関する注記
⑴　担保提供資産

担保資産の内容及びその金額
建物 242,091千円
土地 1,124,675千円
計 1,366,767千円

担保に係る債務の金額
１年内返済予定長期借入金 52,376千円
長期借入金 1,350,422千円
計 1,402,798千円

⑵　有形固定資産の減価償却累計額及び減損損失累計額
547,751千円

３．株主資本等変動計算書に関する注記
⑴　当事業年度末の発行済株式の種類及び総数

普通株式 3,182,000株

⑵　当事業年度の末日における新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除く）の目的となる株式の
種類及び数

普通株式 378,000株

４．金融商品に関する注記
⑴　金融商品の状況に関する事項

①　金融商品に対する取組方針
　当社は主に物流サービス事業を行うための設備投資計画に照らして、必要な資金（主に銀行借入）を調達して
おります。一時的な余資は主に流動性の高い金融資産で運用し、また短期的な運転資金を銀行借入により調達し
ております。なお、投機的なデリバティブ取引は行わない方針であります。

②　金融商品の内容及びそのリスク
　営業債権である電子記録債権、売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。
　投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスクに晒されております。
　長期貸付金は、貸付先の信用リスクに晒されております。
　営業債務である買掛金は、２ヶ月以内の支払期日であります。
　長期借入金及びリース債務は、主に設備投資に係るものであり、このうち変動金利の借入金は、金利の変動リ
スクに晒されております。
　デリバティブ取引は、長期借入金に係る金利の変動リスクに対するヘッジ取引を目的とした金利スワップ取引
であります。

③　金融商品に係るリスク管理体制
ａ．信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

当社は、販売管理規程及び与信管理規程に従い、電子記録債権及び売掛金については、経理部が債権回収状
況を定期的にモニタリングし、債権ごとに期日及び残高を管理することにより、回収懸念の早期把握や軽減を
図っております。

長期貸付金については、貸付先ごとに期日管理、残高管理を行うとともに、定期的に財務状況の把握を行っ
ております。

ｂ．市場リスクの管理
投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業等）の財務状況等を把握し、取引先企業の株

式については、取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。
ｃ．資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払を実行できなくなるリスク）の管理

　当社は、毎月資金繰り計画を見直すなどの方法により、流動性リスクを回避しております。
④　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価格が含ま
れております。当該価格の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することに
より、当該価格が変動することがあります。
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⑵　金融商品の時価等に関する事項
貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握することが極

めて困難と認められるものは含まれておりません。

貸借対照表計上額
（千円） 時価（千円） 差額（千円）

⑴　現金及び預金 2,592,792 2,592,792 －
⑵　電子記録債権 155,419 155,419 －
⑶　売掛金 1,100,638 1,100,638 －
⑷　長期貸付金 36,000 36,000 －
資 産 計 3,884,850 3,884,850 －
⑴　買掛金 472,002 472,002 －
⑵　未払金 240,011 240,011 －
⑶　未払費用 24,997 24,997 －
⑷　未払法人税等 109,726 109,726 －
⑸　預り金 24,254 24,254 －
⑹　長期借入金（＊） 4,665,885 4,679,308 13,423
⑺　リース債務（＊） 18,935 18,867 △68
負 債 計 5,555,813 5,569,168 13,354
デ リ バ テ ィ ブ 取 引 － － －

（＊）長期借入金は１年内返済予定長期借入金を含めております。また、リース債務は１年以内返済予定のリース債務
を含めております。

（注）⒈　金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項
資　産

⑴　現金及び預金、⑵　電子記録債権、⑶　売掛金
これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額に

よっております。
⑷　長期貸付金

時価については、元利金の合計額を、新規に同様の貸付を行った場合に想定される利率で割り引いた現在
価値により算定しております。

負　債
⑴　買掛金、⑵　未払金、⑶　未払費用、⑷　未払法人税等、⑸　預り金

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額に
よっております。

⑹　長期借入金
これらの時価については、元利金の合計額を、新規に同様の借入を行った場合に想定される利率で割り引

いた現在価値により算定しております。
⑺　リース債務

これらの時価については、元利金の合計額を、新規に同様のリース取引を行った場合に想定される利率で
割り引いた現在価値により算定しております。

デリバティブ取引
金利スワップの特例処理によるものはヘッジ対象とされる長期借入金と一体として処理されているため、そ

の時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております（上記負債「⑹　長期借入金」参照）。

（注）⒉　時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

貸借対照表計上額
（千円）

⑴　出資金 511
⑵　敷金及び保証金 584,074

⑴　出資金、⑵　敷金及び保証金
これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから記載してお

りません。
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５．税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産
賞与引当金 9,270 千円
未払金 1,116
未払事業税 7,646
未払事業所税 4,629
資産除去債務 22,410
固定資産消費税 906
ゴルフ会員権評価損 1,095
貸倒引当金 6,107
減損損失 507
繰延税金資産小計 53,692
評価性引当額 △2,240

繰延税金資産合計 51,452
繰延税金負債

資産除去債務に対応する除去費用 15,362 千円
譲渡損益調整勘定土地 10,210
譲渡損益調整勘定建物 1,739

繰延税金負債合計 27,313
繰延税金資産の純額 24,139

６．関連当事者との取引に関する注記
記載すべき重要な取引がないため、記載を省略しております。

７．１株当たり情報に関する注記
⑴　１株当たり純資産額 500円16銭
⑵　１株当たり当期純利益 94円99銭
⑶　潜在株式調整後１株当たり当期純利益 90円00銭

８．重要な後発事象に関する注記
⑴　新株予約権の行使

　当事業年度末日から2021年４月９日までの間に、当社が2020年11月６日に割り当てた第４回新株予約権の一部
行使が行われました。当該新株予約権の行使の概要は以下のとおりであります。

①　行使された新株予約権の個数 150個
②　発行した株式の種類及び株式数　普通株式 15,000株
③　資本金増加額 18,128千円
④　資本準備金増加額 18,128千円
　なお、上記には2021年４月10日から５月26日までの新株予約権行使数は含まれておりません。

⑵　固定資産の取得
　当社は、2021年４月14日開催の取締役会において、固定資産の取得について決議いたしました。その概要は、
以下のとおりであります。
①　固定資産の取得の理由

　Eコマース市場における物量の増加及び冷凍冷蔵倉庫の需要の高まりに対応し、新たに常温及び冷凍冷蔵に対応
した自動倉庫設備を新設することで、新規お客様の獲得強化を図ることといたしました。

②　取得する固定資産の概要
　自動倉庫（冷凍冷蔵）　約1,000パレット
　自動倉庫（常温）　　　約1,300パレット
　冷凍冷蔵設備
　※設置倉庫の床面積　　745.10坪
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③　取得価額
　465百万円（予定）

④　日程
　取締役会決議日　　　2021年４月14日
　工事期間　　　　　　2021年５月から2022年１月（予定）
　サービス提供開始日　2022年２月（予定）

⑤　今後の見通し
　2022年２月期の業績に与える影響は軽微である見通しです。
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